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 千葉商科大学大学院商学研究科客員教授竹下史郎氏は、早稲田大学学位規則第 4 条第 2
項に基づき、2005 年 5 月 13 日、その論文『遺言執行者の研究』を早稲田大学大学院法学
研究科に提出し、博士(法学・早稲田大学)の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科
の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2006 年 4 月 6 日、審査を終了したので、ここ
にその結果を報告する。 
 
1 本論文の構成と内容 
本論文は、遺言執行者の職務権限に関する実務と理論との接合点や交錯する問題を中心
に研究したものであり、遺言執行者に対する社会的ニーズを探り、そして遺言執行者の活
動の実態から、遺言執行者の法的地位や権限について将来の方向性を展望しようとしたも
のである。 
本論文は、第 1 章「遺言・遺言執行者の現状と問題点」、第 2 章「遺言執行者の立法経過
と民法施行後の判例」、第 3 章「遺言執行者の職務権限に関する法的研究」、第 4 章「新た
な遺言執行者像の考察」という構成になっている。以下、本論文の概要を紹介する。 
 
(1)第 1 章 遺言･遺言執行者の現状と問題点 
本章では、遺言の現状と遺言執行者の活動の実態を把握し、そのなかで遺言執行者がど
のようなことを遺言者から期待され、どのような社会的な役割を果たしているかを把握し、
あわせてその問題点を探ろうとしている。 
著者によれば、近年、遺言件数の増加がみられるが、遺言の動機、目的、背景には、相
続資産価格の上昇と相続人の権利意識の高まりにより、遺産分割をめぐり相続人間で紛争
が発生し、それが長期化していること、被相続人がそのような紛争の熾烈化、長期化を回
避したいと考えていることがあるとする。しかし、単に紛争の回避のために遺言をしてお
けばよいということではなく、共同相続人の間には様々な長い歴史があり、それを反映し
て顕在的･潜在的に複雑かつ深刻な利害対立が存在することが少なくない。このような状態
で、それらが遺産分割協議に持ち込まれれば、対立や紛争が解消されることはない。つま
り、遺言により遺産の帰属を決めさえすれば被相続人の役割は終わるというものではなく、
被相続人が遺言により、被相続人の立場からさまざまな関係を配慮し実質的な平等を目指
し、遺産分割協議において紛争にならないようにしたいというのが遺言の動機や目的とい
ってよい。被相続人の立場からのさまざまな配慮の中には、非嫡出子への配慮、相続人が
配偶者と兄弟姉妹のみの場合における配偶者への配慮などが含まれる。著者は、相続人間
にさまざまな複雑な利害対立がある中で遺言執行が行われなければならないことになると
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それはかなり厳しい職務となるので、それを相続人に行わせることはかなり酷なことであ
ることから、遺言執行者へと期待をかけることになると説く。 
また、信託銀行を含むさまざまなレベルでの遺言の実態調査の結果から、次のように述
べている。第 1 に、遺言は、妻と子との間での相続人構成だけでなく、遺言者が再婚で先
妻の子がいるなど、むしろさまざまな相続人構成のなかで、多様なニーズに応えてなされ
ていた。第 2 に、遺言件数を男女別にみると、女性のほうが多く、遺言時の年齢としては
男女とも 70 歳台に多い傾向がみられた。第 3 に、遺言者が男性の場合には、婚姻中の男性
による遺言が高く 82%であるのに対して、遺言者が女性の場合は、逆に婚姻中の女性の遺
言は少なく、寡婦と未婚女性による女性の遺言が 82%を占めている。第 4 に、遺言の目的
は、単に住居の帰属を指定したり紛争を予防することにとどまらず、面倒を見てくれた人
への配慮、子がいない場合に夫婦が死亡した後の遺産の夫方・妻方への行方の配慮とか、
遺言者がおかれた事情により目的も多様化している。とくに遺産の大半を公益事業に寄付
するケースも増えている。第 5 に、夫婦同時遺言や親子同時遺言などもみられた。 
ついで第 4 節において、著者は、遺言執行の担い手の実情についても触れる。調査によ
ってまちまちではあるが、60%は弁護士、司法書士、税理士や信託銀行などの専門家が関与
している。遺言執行者は親戚・知人など一般人によって担われていることも少なくないが、
弁護士や信託銀行は業務として定型的に行っているため遺言執行者の実務の実態が把握し
やすいメリットはあろう。ことに、信託銀行では、遺言の執行を「遺言信託」として商品
化しており、その内容は個々の遺言の内容により異なるものの、その大枠はマニュアル化
されているので客観的に把握しやすく明確である。これによると、理想型は、遺言は割付
型の遺言であり、生前に遺言者は遺言執行者(予定者)と十分に相談を重ねるので、遺言執
行の内容を全体としてクリアーに描くことができる。遺言が発効すると遺言執行者は相続
関係者への遺言の開示、遺産の把握およびその管理、個々の遺産を遺言に即して個々の受
益者に帰属させる手続、ないしは帰属したことに伴う登記手続や名義変更手続などを行う
こととなる。このような一連の手続は手続自体としても経験や蓄積のない者には相当程度
面倒なものであり、被相続人としてはそのような事務を受益者にさせたくはないとする思
いもあって、遺言執行事務は、専門家として行う遺言執行者に託したいとする合理的な期
待がうまれてくることになる。 
最後に第 5 節で、著者は、主として信託銀行が行う遺言執行の実務の流れを、事前相談、
遺言書作成助言、遺言執行引受予諾、公正証書遺言の作成と証人としての立ち会い、遺言
書の保管と遺言者への定期的照会、遺言の執行、契約料・遺言執行報酬等の受領などの一
連の流れの中で説明している。そして、著者は、遺言の動機・目的、多様なニーズ、遺言
執行者に期待される役割、実務上のニーズなどからみて、一定の訓練と専門性を備えた遺
言執行者にそのような事務を託すれば、相続に伴う権利の移転事務が円滑に行われ(円滑
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性)、移転に伴い生じた新しい権利関係を早期に安定させること(迅速性)に貢献することが
できるので、遺言執行者の権限や法的地位の強化という方向で検討されるべきだとする。 
(2)第 2 章 遺言執行者の立法経緯と民法施行後の判例の展開 
本章では、遺言執行者の立法経緯と民法施行後の判例の展開について論述している。こ
こではまず立法当初に遡り、法的遺言執行者がどのように捉えられていたかを検討する。
つまり、明治民法が比較法的にどのような位置づけられているかを念頭に置きながら立法
過程を跡付け、立法者の描いた法的遺言執行者像がどのようなものであったかを探ってい
る。 
 著者によれば、明治民法の起草過程を分析検討した結果、たとえば、相続原理として仏
法の当然承継主義をとりつつも、遺贈の効力については仏法の原理を必ずしもそのまま導
入したものではなく独自色も出していたとする。遺言執行者の規定は当初詳細な規定を設
けていたが、なぜか最終的には削除されて 2 か条となったことも明らかにしている。 
また、明治民法の起草において、起草者は旧民法を土台とし、先進諸外国の法典が参照
されたものの、遺言執行者の規定については先進諸国の規定にとらわれず、独仏の中間的
存在である独自の性格のものを創りあげたとする。著者は、起草者が全財産を遺言の対象
としている遺言者の意思を想定し、遺言執行を相続人に委ねることはむしろ危険であり、
遺言執行者に委ねるのが適当と考えていたと説く。したがって、著者は以上の検討結果か
ら、遺言執行者の遺産の管理･処分権の範囲については起草者はかなり広く考えていたと結
論づけている。 
著者は、本章第 3 節において、遺言執行者の職務権限および当事者適格に関する大審院・
最高裁の判例を網羅的に洗い出し、どのような事案の下で、どのような当事者の間で争わ
れ、どのような判断が下されたかについてその流れを詳細に跡付けている。その上で、争
われた事案を類型別に整理し、それらの判断を分析して法理の抽出を試みている。遺言執
行者の職務権限の法理は昭和 40 年(1965)頃までに、おおむねその基本的な枠組みが出来上
がったとみることができるとし、その骨格を以下のように要約している。 
①遺言執行者は遺言の執行に必要な一切の権利を行使するものである。この法理は条文
の通りではあるが、これが民法施行直後の早期に確認され(大判明 36 年 2 月 25 日民録 9
輯 190 頁)、その後定着し、「一切の権利」の文言が強く受け止められたことから、遺言執
行者の権限を広く解する底流となったとする。 
 ②条文上は、遺言執行者が存在する場合には、相続人は遺言執行を妨げる行為はできな
いとしているが、判例はこの相続人による遺産の処分行為を「絶対無効」であるとしてい
る(大判昭 5 年 6 月 16 日民集 9 巻 550 頁)。このような判例法理には底流として、立法者以
来の遺言執行者の広範な権限を認める思想が存在していたといえるとしつつ、個々の事案
では、遺産の全部を遺言の対象とする事案が少なかったことが原因したのか、遺言執行者
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の遺産管理は当然には全遺産に及ぶとは観念されなかったとしており、また清算のみを目
的とする遺言執行が認められなかったこともあり(大判大6年7月5日民録23輯1276頁)、
遺言執行者の権限を限定的に解するような流れも形成されたとしている。 
 ③遺言者が遺言執行者に対し単に清算を指示したに過ぎない場合には,遺言執行者には
清算を行う権限はないとしたものの、遺贈を前提として清算を指示した場合には、清算を
行う権限を有するとして(大判昭 5 年 6 月 16 日民集 9 巻 550 頁)、包括的な遺産管理に近づ
けたものもあり、遺言執行者像がどのように捉えられていたかについては必ずしも明確で
はない、としている。 
1970 年代後半あたりから遺言が増加し、その遺言で「相続させる」旨の文言が多く使わ
れるようになって、そのような遺言において遺言執行者は関与しうるのか、遺言執行者の
権限は、遺贈について確立された法理が適用されうるのか否かが焦点になってきた。この
問題の解決のために、最判平 3 年 4 月 19 日(民集 45 巻 4 号 477 頁)は遺言の性質は遺産分
割方法の指定であり,権利の帰属は原則として遺言の発効時であるとして一応の決着をつ
けたものの、遺言執行者の職務権限について多くの問題を残したとしている。 
(3)第 3 章 遺言執行者の職務権限に関する法的研究  
本章では、遺言執行者の本来的機能や役割を重視するという立場から、著者は、遺言執
行者の活動の実態に即して、さまざまな角度から法の運用と現実のギャップを指摘し、こ
れを是正するための法的な解釈論を展開している。 
第 2 節の遺言執行者の管理者としての地位では、著者は、現行相続法のもとでの遺産管
理の規定の不備について指摘する。すなわち、わが国は遺産の承継方式として当然承継主
義をとっているが、相続開始から遺産分割までの間における遺産の共同相続人への帰属お
よび共同相続人による遺産管理の規定は必ずしも十分なものではない。たとえば、わが国
の民法では、相続人が単純承認した場合、あるいは単純承認したとみなされる場合に、相
続人が複数存在するときには、複数の相続人により遺産管理が行われることになるが、そ
れについての一般的な規定がなく、遺産管理のうえでさまざまな困難な問題が生じている。
これを解決する方法として、管理人を設ける方法が考えられるが、これについても民法は
一般的な規定を用意していない。 
遺言執行者は相続財産の管理その他遺言の執行に必要な一切の行為をする権利義務を
有するから(民法 1012 条 1 項)、遺言執行者が存在する場合には、遺言の執行に関連して、
共同相続人の財産管理に類似した機能を遺言執行者に果たさせることが期待できる。した
がって、遺言執行者の遺産に対する管理権の及ぶ範囲を可能な限り広く認めれば、現行法
の枠内で共同相続財産の管理をめぐる厄介な問題を解決するひとつの手段となりうるので
はないかと説く。 
そこで、著者は、包括遺贈、特定遺贈、相続分の指定などの遺言の態様に即して、遺言
 4 
執行者を遺産管理に広く関与させることが認められる場合がないかを検討する。そして、
ごく単純な包括遺贈の場合や相続分の指定の場合にも、わざわざ遺言執行者を指定したこ
とに事務委託をする意思が認められることがあり、そのような場合には遺産管理が認めら
れること、不特定物の遺贈の場合には目的物を特定ないしは調達する事務があるので、そ
の間に広範な遺産管理が認められること、清算が指示された場合には処分する目的物の選
択があり、その選択可能性のある遺産については管理権が及ぶので遺産管理が認められる
ことなどを指摘し、それぞれについて遺言執行者の職務権限とその範囲について具体的か
つ詳細な検討を加えている。著者は、遺言による債権の回収や債務の弁済など遺産の清算
を指示する遺言があれば、遺言執行者に職務権限を認めるという立場を採っている。 
第 3 節では、遺言信託をめぐる問題を取り上げる。ここでいう「遺言信託」とは、信託
法 2 条でいう「遺言信託」ではなく、信託銀行が「遺言信託」と称して行っている遺言執
行業務をいう。著者は、遺言の執行が業務として取り上げられている事態を踏まえ、遺言
執行者の職務権限とその範囲をめぐる法的問題点を詳細に検討する。信託銀行が取り扱う
遺言は，公証人の勧めもあり、「相続させる」旨の遺言が多いが、この「相続させる」旨の
遺言では、登記実務が二転三転し、遺言執行者に登記申請権限を認めないこととしたこと
から、著者はこれに果敢に異議を唱えてきた。 
 著者は、遺言信託の機能については、次の点に注目する必要があると説く。つまり、一
つは遺言執行者としての遺言執行機能であり、遺言の趣旨が遺贈であれ、相続分の指定で
あれ、遺産分割方法の指定であれ、遺言執行者は遺言者の意思を忠実に実現しようとする
役割をもつとする。昨今遺産分割がトラブルとなって紛争が長期化する例が少なくないこ
とから、遺産分割を回避することを目的として遺言がなされる場合が少なくなく、遺言執
行者には遺言による遺産承継を確実なものとすることが期待される。この遺産承継は、権
利の移転手続がなされて始めて完結するものであるといえるが、これには相当の手数が掛
かり、不慣れな一般人には面倒であり、銀行等との間で手続をめぐりごたごたすることも
少なくない。そこを専門家としての遺言執行者が行えばそれらの手続を円滑にすることが
期待できる。共同相続の場合には、未分割時の共同相続人で行う遺産管理は面倒なもので
あるし、遺言執行者が存在すれば相続人による遺産の処分が禁止されるから、遺産の保全
にも役立つことになるという。 
 遺言信託についての注目すべきもうひとつの点は、「遺言信託」による遺言執行が信託銀
行によりなされる点にあるという。遺言信託の業務には、まず遺言について依頼人からの
相談に始まり、遺言書作成の援助に至る前段階がある。そしてその段階で遺言執行者とし
ての予諾契約がなされる場合が少なくない。信託銀行は法人であるから、予諾した遺言執
行者の死亡ということがなく、原則的には確実に遺言執行を引き受けてもらえることにな
る。次に執行段階においても、遺言執行以外の面でも、たとえば年金受給に関する手続、
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公共料金支払いにかかわる名義変更手続、相続税の納付など様々な事務が必要になってく
るが、このような事務についても遺言執行者は、相談にあずかり幅広い情報とサービスを
提供することができるメリットがあるという。 
 ところで、「相続させる」旨の遺言において、遺言執行者の遺言執行への関与を否定的に
考える見解には主としてふたつの根拠があった。ひとつは、「相続させる」旨の遺言では遺
言が効果を生じても遺産分割を経なければ相続人に最終的に帰属が決まらないから、遺言
執行する余地はないとするものである。しかし、この議論は最判平 3 年 4 月 19 日(民集 45
巻 4 号 447 頁)によって、原則的に最終的な帰属が決まるとされたことからその根拠を失っ
たことになるとする。もうひとつは、相続人に最終的な帰属が決まれば、そこでは権利が
実現するから遺言執行の余地はないとするものである。しかし、著者は、この議論は遺言
執行の現実の機能や社会的役割を十分に理解していないものとして排斥する。遺言執行の
機能はすでに述べた通りであり、著者はそのような遺言執行者の遺産管理機能・遺産配分
機能や法的社会的ニーズを評価して、遺言執行者の遺言執行への関与の余地を幅広く認め
るべきであるとの立場をとる。そしてその立場から、「相続させる」旨の遺言がある場合で
も遺言執行者に登記申請権限を認めるべきであることを主張し、その他、従来の学説や判
例の立場を批判したうえで、遺言執行者への遺産分割実行の委託の可能性、清算を命じる
遺言の有効性等についてもこれを積極的に解し、最判平成 11 年 12 月 16 日(民集 53 巻 9
号 1989 頁)へも大きな影響を与えた。 
 そして、遺言の性質がどうであれ、遺言において、特定の相続人に特定の財産が帰属す
ること、また相続させるべきことが明確であれば、あるいは、遺言執行者に対する遺産分
割実行委託の意思が明確であれば、遺言執行者の関与は可能であると論じ、最判平 3 年 4
月 19 日はこのような考え方に沿うものとして評価している。 
 また著者は、様々の類型の遺贈および遺産分割方法の指定･相続分の指定において、遺言
執行の余地があるか否かについて、そして余地がある場合に遺言執行者の職務権限はどの
範囲に及ぶかについて学説･判例･先例を整理・検討した。これにつき、著者は実質的に考
察して、遺言執行者の機能とニーズで判断するのが妥当であると結論づけた。つまり、「遺
言の執行」とは、遺贈であると、「相続させる」であるとにかかわらず、遺言の内容を実現
するために必要となる事務を行うことであると捉え、より具体的には、この事務には、権
利を移転し、権利を実現するに必要な事務(目的物の引渡し、目的物の特定、清算、それら
に必要な相続財産の管理･処分など)、対抗要件を備えるための事務(登記、銀行預金の名義
書換など)、それらの実現が妨害されているときには、それらを排除する事務等が含まれる
とする。そして、これらの事務について、遺言執行者の権限が実際にどの範囲に及ぶかに
ついては、遺言の内容によって決まるが、遺言の内容から遺言の実現に向けてそのような
事務がある以上、遺言執行者はそのような事務を行う権利と義務を有すると結論づけた。 
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また、遺言執行者の登記申請権限についても、「遺言の執行」をそのように広く捉えれ
ることで、「相続させる」旨の遺言において遺言執行者に登記申請権限を認めるのが妥当と
する。もっとも、現行の登記実務の仕組みから遺言執行者の登記申請に関することが認め
られないというのであれば、それはやむをえないとする。しかし、それは登記実務におい
て遺言執行者が自己の名において登記申請することが認められないという手続的な制約か
らくるもので、遺言執行者の指定そのものが無効であるとか権限が及ばないということで
はないと説く。 
そして、第 5 節において、著者は、遺言執行者の職務権限・義務における信託法と民法
との交錯として、遺言執行者の機能を積極的に評価する立場から、遺言執行者の職務権限
を広く捉えるために、信託法理を類推適用ないし援用できないかどうかを検討する。 
 信託法と民法との交錯は、様々な意味で、そして様々な場面でみられるが、その交錯を
ここでは次の三つの観点から取り上げ検討する。 
第 1 は、遺言執行者は、財産管理者として他の財産管理者と共通するものがあるが、そ
の他の財産管理者には共通的な行動基準が観念しうることから、そこに財産管理制度であ
る信託法理を適用する余地があるとされる。そこで、財産管理者として遺言執行者に信託
の法理を適用する余地があるかどうかを検討する。遺言執行者と信託受託者を比較してみ
ると、遺言執行者の主たる目的は遺言に即して財産を受遺者･受益の相続人に移転させるこ
とであり、信託受託者は信託目的に従い目的財産を受益者のために管理･処分することであ
るから、信託受託者の方が範囲は広い。次に目的財産に関する権利関係をみると、遺言執
行者は遺産について実体権を持たないが、信託受託者は信託財産に実体権を持つという基
本的な差異がある。遺言執行者は実体権を持たないが、相続人から遺産に対する管理･処分
権を剥奪し、遺言執行者に排他的な管理･処分権が与えられている。この方法により相続人
による違法な行為から受遺者･受益の相続人が手厚く保護されている。これに対し信託受託
者は実体権を取得しているので、形式的権利者である信託受託者から実質的権利者である
受益者を保護するために、受益者に追及効を認めるとともに、信託受託者には様々な義務
や責任を課している。このように両者は同じ財産管理者であっても規制する場面を異にし
ているので、著者は、結論的に民法に信託法を類推適用する余地は原則としてないと説く。 
第 2 は、遺言者が「信託」という言葉を使わなくても、それが「信託」であるといえな
くはない場合があり、その場合には信託法を適用ないしは類推適用する余地があるのでは
ないかを問題にする。このような場面として、遺言者が遺言執行者に受遺者の選定を委任
した場合が挙げられる。民法でそれを認めると遺言の代理になるので認められないのでは
ないかとの疑問があり、これに対し、信託では、受託者に受益者の選定を一定範囲におい
て認めているので、信託法理を援用する余地もありうるとする。 
第 3 は、信託法でいう遺言信託(本来の遺言信託)がなされた場合に、遺産が信託受託者
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に移転される過程で、遺言執行者の介入が必要になる場合に、遺言執行者と信託受託者の
間で職務権限での重なり合い、ないしは衝突することがないかという問題も検討する。こ
の場合には、遺言が発効すると財産は遺言執行者から信託受託者に移転するのであるが、
問題としているのは、その際の両者間における職務権限の線引きをどのように行うかとい
う問題であるから、信託法と民法の衝突とか、信託法理の適用ないしは類推適用等の問題
が生じる余地はないと説く。 
(4)第 4 章 新たな遺言執行者像の考察 
本章では、第 3 章までの研究を総括し、将来の方向性を見据えてその職務権限の観点か
ら新たな遺言執行者像を描こうとしている。そして、著者は、①「相続させる」旨の遺言
における登記申請権限、②遺産の管理･保管に関する権限・責任、③遺留分減殺請求権の行
使を受けた後の職務権限、④当事者適格について検討を加える。 
著者は、第 2 節において、遺言執行者の職務権限に関する理論の変遷と現状を取り上げ、
立法者は遺言執行者の通常の形態(理想型)としては、遺言執行者の管理の対象は遺産の全
部に及ぶことを想定していると説く。そして、審議の過程で限定的な規定(現民法 1014 条)
が修正として設けられたものの、それは例外的なものとして観念されていたと述べている。 
その後の判例の展開の中で、「理想型としての遺言執行者の出番」は必ずしも多くはな
く、個々のケースにおいては、遺言執行者の権限は限定的な解釈の傾向に流れたとみる。
しかしながら、その「一切の行為」という文言が重く受けとめられて広く解釈する底流が
生成したとする。そして、遺言執行者は不動産の権利移転手続に登場し、また遺言執行者
が存在すると相続人による処分行為は絶対無効とされたことからその存在感を示し、また
清算を目的とする遺言は認められないとされたものの、包括遺贈を前提として遺産の清算
を認めたけーすもあった。これは当初想定された理想型としての遺言執行者像に近づけた
ものだと評価する。 
 戦後、民法の改正により家督相続が廃止され、男女平等の均分相続制度となり、遺言に
ついての環境は一変した。その後、高度経済成長、個人の財産形成の進展、人々の価値観･
家族観の変化があって、遺産分割が紛糾し長期化する問題がでてきた。 
 このような背景の下で、1970 年代後半あたりから遺言の増加が見られるようなったが、
「相続させる」旨の遺言について遺言執行者の職務権限についての最高裁の判例の流れや
傾向を総括している。 
第 3 節では、遺言執行者の定義と職務内容が検討される。著者によれば、遺言執行者の
具体的な職務内容は遺言によって決まるが、これを「理想型」として言うと、次のように
なる。①遺産の現状把握と財産目録の調製、②遺言の目的財産が不特定物の場合には目的
財産の特定、目的財産が遺産の中に存在しないときには目的財産の調達、③財産の引渡し、
名義の書換え、移転登記手続きなどを行う事務、④その間に必要とあれば財産を保管する
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事務、⑤遺言の目的物について権利を争う者があれば訴訟の当事者なること、⑥またこの
他に、当然の職務内容とはいえないが、相続人間で遺産分割が必要となったり、遺留分減
殺請求がなされたりしたときには、事後処理や調整役としての機能などがあるという。 
第 4 節では、遺言執行者の職務権限をめぐる法的問題点を取上げる。著者は、遺言執行
者の機能を重要視する観点から、遺言執行者に登記申請権限を認めるべきであると説いて
きた。ようやくにして、最判平 11 年 12 月 16 日(民集 53 巻 9 号 1989 頁)は、「相続させる」
旨の遺言が即時の権利移転の効力を有するからといって執行行為が当然に不要になるとい
うわけではないこと、そして登記申請は「遺言の執行に必要な行為」であるとして遺言執
行者の職務権限に含まれることを明らかにした。 
 しかしこの判決は、遺言執行者の登記申請権限を必ずしも全面的に認めたわけではなく、
当該不動産が被相続人の名義である場合には遺言執行者の権限は潜在化し、遺言の執行が
妨害されて第三者の名義になっている場合にその権限が顕在化するとしている。  
また、著者は、相続財産の管理･保管をめぐる遺言執行者の職務権限についても、かな
り広く解する立場をとる。そのため、不動産についての賃借権確認請求訴訟の被告適格は、
特段の事情がないかぎり、相続人とする最判平 10 年 2 月 27 日(民集 52 巻 1 号 299 頁)に対
しても批判的である。不動産の管理･引渡しが遺言執行者の職務に入らないとすると、遺言
執行者の職務が極めて限定されたものとなってしまうこと、遺言の執行として、所有権の
移転事務を遂行する過程で所有権が争われたり、所有権に付着する権利が争われたりした
場合には、遺言執行者はその問題に関与し、受益の相続人やその他の相続人のために少な
くとも解決の道筋をつけることが必要であることから、本判決の射程を考えるについては
慎重であるべきだと説く。 
さらには、著者は、遺留分減殺請求権の行使があっても、それに捉われることなく、遺
言そのものに従って遺言を執行することは可能であるとの考え方を支持し、遺言執行者が
事実上の調整役として当事者間の利害調整をすべきだと説く。 
また、第 5 節では、遺言執行者の地位を民事訴訟における当事者適格の面から考察して
いる。 
本節の 1 では、著者の問題意識が示されている。訴訟法レベルでの遺言執行者の地位に
つき、遺言執行者が遺産の帰属ないしは遣言の効力めぐり相続人と対立することがあるこ
とから、訴訟法上、判例および多数説は遺言執行者の地位につき管理処分権限を基礎とし
た法定訴訟担当の一場合と解している。著者は、遺言の多様性、遣言執行の多様性、ひい
ては訴訟の多面性を考えると、遺言執行者の遺産に対する管理処分権限の有無に基準を求
める従来の見解に対して疑問だとしている。すなわち、遺言執行者が存在する場合には遺
言執行者の管理権の有無につき実体的に判断することなく、遺言執行者に争いの態様に即
して広く訴訟当事者適格を認め、訴訟に当事者として参加させる方向での理論構築を目指
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そうとしている。 
次に、本節 2 で、著者は、遺言執行者の当事者適格の根拠付けの考察を試みている。当
事者適格一般につき、誰と誰との間で訴訟によるのが紛争解決に有効であるかとの訴訟法
上の観点をふまえて、著者は、遺言執行者の当事者適格について、「管理処分権」の代わり
に、「訴えの利益」を導入して、遺言執行者に「訴えの利益」が認められる場合には、遺言
執行者に当事者適格を認めて訴訟を担当させるのが「ふさわしい」と主張する。すなわち、
遺言執行者には遺言執行につき義務と権限があり、遺言をめぐる争いが生じた場合には、
遺言執行者にはそれを処理する責任があることから、その訴訟について関与する利益、す
なわち「訴えの利益」あるいは「訴えられる利益」があるとして、原則として遺言執行者
に当事者適格を認めるべきであるとの考え方をとっている。 
本節 3 では、まず遺言執行者の被告適格について考察を試みる。遺言執行者を被告とす
る訴訟では、遺言執行者は、原告である相手方の主張が認められれば、遺言執行に影響を
受けることになるから、遺言執行者には訴えられる利益があるとして、被告適格を肯定す
る。その根拠として、最判昭和 31 年 9 月 18 日(民集 10 巻 9 号 1160 頁)をあげている。ま
た、遺言執行者の原告適格につき、大決昭和 2 年 9 月 17 日(民集 6 巻 501 頁)を取り上げて
いる。前者の検討では、遺言執行者の当事者適格は管理処分権に必ずしも直接的な根拠を
もつものではなく、争われていること自体に根拠をもつものと、著者は理解する。遺言執
行者の原告適格につき、後者の判例を検討し、遺言執行者に訴えの利益があるとして原告
適格を認めたものとして紹介している。 
本節 4 では、いわゆる過去の法律関係が確認の対象になるかという問題の素材である最
判昭和 47 年 2 月 15 日(民集 26 巻 1 号 30 頁)を取り上げ、遺言無効確認訴訟の適法性を肯
定している当該判例を、相続人間のものであるにせよ、もしこの訴訟において遺言執行者
に訴訟を担当させれば、その訴訟の効果は相続人に及ぶので、紛争は一挙に解決すると、
著者は断じている。また、遺言の効力が問題とされている場合に、関係者から遺言執行者
選任の申立てがあったときの家庭裁判所の取り扱いに関する裁判例を提示している。東京
高決昭和 27 年 5 月 26 日(高民集 5 巻 5 号 202 頁)は、遺言の効力が実体的審理を待っては
じめて決せられるような場合には、家庭裁判所の遺言執行者選任の審判手続で遺言の効力
について審判し遺言執行者選任の許否を決するのは相当ではなく、遺言執行者をひとまず
選任して、その遺言執行者に訴訟を担当させ、遺言の有効・無効の判断を通常裁判所の訴
訟手続に委ねるべきであるとしている。この裁判例から、遺言執行者に遺言の効力につい
て争わせ、紛争を一挙に解決しようとする意図がみてとれると、著者は分析する。同時に、
かかる一連の判例の理解を、遺言執行者の当事者適格一般に拡大して差し支えないとして、
遺言に関係して生ずる紛争については、それが一見して遺言執行者の職務権限とはいえな
い場合を除いて、原則として遣言執行者に当事者適格を認めることが適当であると結んで
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いる。 
本節 5 では、以上のように解することで、訴訟効率は促進される反面、相続人は遺言執
行者が担当した訴訟の結果について既判力を受けるため、相続人には不利益になる場合が
あるとして、相続人の権利保障が考えられなければならないとする。相続人が訴訟手続に
参加する方法として、訴訟の係属を相続人に知らせる訴訟告知を提唱する。また、第三者
が相続人を相手方として提起した訴訟において、遺言執行者が選任されていたことが判明
した場合の取扱いにつき、遺言執行者への任意的当事者変更または遺言執行者の訴訟引受
けを行わせ、その上で相続人の補助参加により自己の権利を主張させるのが適当であると
する。 
本節 6 では、著者は、遺言執行者に広く当事者適格を肯定すると、非弁護士の任意的訴
訟信託を広く認めることになるという弊害を指摘しつつ、遺言執行者には弁護士資格は要
件とされていないとする。しかし、遺言執行者が必ずしも弁護士資格を有する者ではない
ことは、当事者適格を広く考えるか、狭く考えるかの問題とは別個の問題であるとする。 
 本章のまとめとして、著者は、法的遺言執行者像を、遺言執行者の事実行為である事務
手続を含め、これを広く捉えて、遺言の目的に即しかつ遺言執行者に対する期待に応え、
遺産の管理、遺産の分配そして遺産承継義務の実施機能を円滑に行う者と総括している。
本論文で取り上げられたテーマのうち、とりわけ、遺言執行者の当事者適格に関しては、
遺言執行者の職務権限の解釈が分かれている現状に照らして、遺言執行者が訴訟の場に積
極的に参加する道を開いて訴訟の効率化を目指すことをその総括として提示している。 
 
3 本論文の評価 
 (1)本論文は、遺言執行者の法的地位に関する現行法の解釈と、そこから引き出された課
題を踏まえつつ、社会的に期待される遺言執行者像というものを描き出し、法解釈の枠の
中で理想像にどこまで接近できるか検討を試みる力作である。とくに本論文は、遺言執行
者の職務や法的地位をめぐる現状と理想について詳細かつ丁寧な整理と分析を試み、これ
まで学界でも十分に議論されてこなかった面に光を当てたものであって、とくに社会的ニ
ーズや現実的機能を考察に加味した点は、著者の長年の実務経験に裏打ちされた新しい視
点でもありきわめて示唆的である。 
 本論文のとくに評価できる点は以下の通りである。 
第 1 に、本論文は、遺言執行の実務や当事者の意識をできるかぎり客観的に把握しつつ、
最近の遺言の利用状況や実態、信託銀行や弁護士の関与などを相当程度実証的に示してお
り、これまで十分な調査資料や分析がなされていない部分について積極的意欲的に解明し
ようとした点は大いに評価することができる。 
第 2 に、民法の起草過程における遺言執行者に関する規定についての議論を丁寧に跡付
 11 
け、民法施行後の遺言執行者の判例の展開についても、きわめて精緻かつ詳細な検討と分
析がなされている。とくに遺言執行者に関する判例の網羅的分析と類型化作業は、これま
でにないもので、その判例の分析能力や整理の手法には手堅いものがある。 
第 3 に、本論文は、遺言執行者の機能として、遺産承継・処分手続の迅速化、遺産管理
の円滑化などをあげ、その機能を積極的に果たすために、遺産管理制度、財産管理制度(信
託法での受託者とのアナロジー)全体の中で位置づけようとしている点も、斬新かつユニー
クな発想といえ、本研究の独創性を高く評価することができる。 
第 4 に、本論文では、遺言執行者についての学説のみならず、実務上も具体的で説得力
ある提言が示されている。とくに、遺言執行者の職務が遺言の内容によって規定されるの
で、包括遺贈、特定遺贈、不特定物遺贈など遺言の類型ごとに、相続分の指定と遺産分割
方法の指定とともに遺言執行者が指定された場合、遺産で清算が指示された場合などの遺
言執行者の職務内容と権限の範囲について具体的な検討を行い、できる限り広く職務の範
囲内に含めようとする積極的立場を打ち出していることも特筆される。 
第 5 に、本論文は、日本ではじめての遺言執行者の職務権限と法的地位についての包括
的総合的研究といってもよく、とくに実体法と訴訟法が交錯する場面での遺言執行者の当
事者適格にまで踏み込んだ検討が行われている点でも注目に値する。とくに、遺言執行者
が原告または被告とされる場合に、当該訴訟物との関係から遺言執行者が当事者として適
切かどうかを判断するに当たって、原則としてすべての争いの類型において遺言執行者に
当事者適格を積極的に肯定する立論を展開しており、遺言の執行に関わる訴訟による紛争
解決の効率性を促進する観点から一定の評価を与えることができよう。 
(2)しかしながら、本論文は以上のような優れた研究成果や学界での理論水準を示すも
のであるものの、問題点が全くないわけではない。 
 第 1 に、本論文が遺言執行者の法的地位を強化し、職務権限を広く解すべきだと主張す
る背景には、信託銀行等が行っている遺言執行業務がベースになっており、40%を占めると
いう親戚や知人などの一般人が遺言執行者に指定された場合のその職務権限や法的地位、
とくに相続人や受遺者その他の第三者など遺言をめぐり利害が対立したりする者との間の
利益調整についても同様に考察してよいかなど、全く疑問がないわけではない。 
第 2 に、本論文では、遺言執行者についての比較法的検討もなされているが、邦語文献
によるもので、原典にあたった実証的分析が欲しかった。 
第 3 に、本論文は民法の立法過程についても詳細な分析検討をしているが、富井正章が
条文の削除について「残念」と言っている点について、何らかの原因または事実について
言及されていないなど、結論を急ぐあまり、分析や検討が十分でないところも存在した。 
 第 4 に、平成 3 年の最高裁判決、さらには遺贈や指定相続分さらには平成 14 年の相続さ
せる旨の遺言と登記に関する判例について、本論文では一切その評価に立ち入らず、その
 12 
判断を受け入れて議論を進めているが、相続法全体の体系ともかかわる根本的な議論であ
るだけに、いま少し検討が欲しかった。 
第 5 に、さらに本論文では、遺言執行者の当事者適格を広く認める立場が説かれている
が、その論拠が十分に展開されているとは言いがたいところもあり、また、当事者適格と
「訴えの利益」とを単に渾然一体のものとして捉えてないかという問題がないわけではな
い。 
 (3)以上のような疑問や問題点はあるものの、本論文は、これまで学界でも取り上げてこ
なかった遺言執行者の法的地位についての本格的な研究であり、実務に対しても有益かつ
具体的な示唆を与えてくれる力作と評価することができる。むしろ、ここでの問題点の指
摘は、さらに著者が遺言執行者の研究を進めるうえでの大いなる期待や今後の検討課題を
指摘したものであって、これにより、本論文の価値がいささかも損なわれるものではない。 
 
4 結論 
以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が博士(法学・早稲田大学)の学
位を受けるに値するものと認める。 
 
２００６年４月６日 
 
審査員 
 
主査 早稲田大学教授             棚村 政行 
   早稲田大学教授             岩志 和一郎 
   早稲田大学教授 法学博士（早稲田大学） 近江 幸治 
   早稲田大学教授             加藤 哲夫 
   早稲田大学教授 法学博士（早稲田大学） 田山 輝明 
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